
コロンビア経済情勢（２０２５年６月） 

 

 ６月のコロンビア経済概況は以下のとおり。 

 

【ポイント】 

●財政規律の一時停止措置（９日） 

●２０２５年中期財政枠組の発表（１３日） 

●コロンビア、新開発銀行（ＮＤＢ／ＢＲＩＣＳ銀行）へ正式加入（１９日） 

●労働改革法案の承認及び裁可（２０日、２５日） 

●コロンビアの格付、ムーディーズはＢａａ３、Ｓ＆ＰはＢＢへ引き下げ（２６日） 

●政策金利、９．２５％を維持（２７日） 

 

【本文】 

１ 主な出来事 

〈国内情勢〉 

（１）経済指標関連 

ア ５月インフレ率（ＤＡＮＥ、９日） 

 国家統計局（ＤＡＮＥ）によれば、本年５月のインフレ率（年率）は５．０５％であった。

なお、前月比では０．３２％を記録した。インフレ率（月間）が高かったのは、食料品・

非アルコール飲料（０．６％）、水道光熱（０．４８％）、衣類・靴（０．３９％）、保健（０．２

９％）、酒類・たばこ（０．３９％）、レストラン・ホテル（０．３６％）。 

イ 政策金利、９．２５％を維持（中銀、２７日） 

 ２７日、コロンビア中銀金融政策決定会合は７名の理事のうち、４名が現行の政策

金利９．２５％を維持することに票を投じた。他の３名のうち、２名が０．５％、１名が０．

２５％の利下げに投票した。本年４月から５月にかけてインフレ率（年率）は５．２％か

ら５．１％、食料品や光熱費を除いたコア・インフレ率（年率）は４．９％から４．８％と、

インフレ率は低下傾向にはあるものの、インフレ目標の３％に収束するにはほど遠い

と判断された。 

ウ 世界銀行、コロンビアの経済成長率（２０２５年）を２．５％に下方修正（エル・ヌエ

ボシグロ紙、１０日） 

 世界銀行は、２０２５年のコロンビアの経済成長率を本年１月時点で２．７％と予測し

ていたが、下方修正し、２．５％とした。また、２０２６年の経済成長率を２．７％、２０２

７年を２．９％と予測した。商業を中心に回復してきているものの、政治及び経済の不

確実性が回復の障害となっており、また米国経済の動向にも左右されるとの見方を

示した。 

エ コロンビアの格付引下げ（２７日、ブルームバーグ） 



 ２６日、格付会社のムーディーズ・レーティングスとＳ＆Ｐグローバル・レーティングは、

コロンビアの信用格付けを引き下げた。ムーディーズは、Ｂａａ２からＢａａ３（投資適格

等級最下位）、格付見通しを「安定的」とし、Ｓ＆Ｐは、ＢＢ＋からＢＢ（投資不適格、投

機的）、格付見通しを「ネガティブ」とした。財政赤字の悪化や、政府が借り入れを制

限する財政規律を停止したことが主な理由。 

 

（２）財政関連 

ア 民間銀行、財政赤字に注意喚起（ポルタフォリオ紙、５日） 

 コロンビア銀行連盟（Asobancaria）は、コロンビアの財政赤字について、先月ボゴタ

銀行が発表した報告に基づき注意喚起を発表した。ボゴタ銀行は、本年末時点の財

政赤字がＧＤＰ比７．８％に達すると分析していた。財政赤字は、コロナ禍の水準に並

ぶ総額１３８．８兆ペソ（約５兆円）にのぼり、マクロ経済の安定や国外の投資家の動

向に悪影響を与える。 

イ 財政規律の一時停止措置（ラ・レプブリカ紙、５日、９日） 

（ア）政府は、「免責条項(clausula de escape)」を通じた財政規律の一時停止を検討し

ている。同措置は一時的なものであるが、９日に開かれる財政規律最高審議会（ＣＯ

ＮＦＩＳ）会合で決定される。 

（イ）９日、ＣＯＮＦＩＳは、政府が３年間に亘り財政規律の適用を停止する免責条項を

承認した。一方、財政規律委員会（ＣＡＲＦ）は、国の金融政策及び信用に深刻な影響

を与えるとし、同決定に否定的見解を示した。直近で財政規律が一時停止されたの

は、２０２１年のパンデミックによるもの。同決定に関し、オカンポ元財務大臣は、コロ

ンビアがＩＭＦの柔軟与信枠（ＦＣＬ）にアクセスできなくなり、資金調達コストが上昇す

るであろうとの見方を示した。 

ウ ２０２５年中期財政枠組の公表（バローラ・アナリティカ１１日、財務省１３日、ラ・レ

プブリカ紙、１３日、１６日） 

（ア）財務省は、１３日、中期財政枠組（ＭＦＭＰ：Marco Fiscal de Mediano Plazo 2025）

を公表。本年２月に公表された財政計画（PF：Plan Financiero 2025）からの主な変更

点は右の通り。①２０２５年の収入について、税収目標を当初２９９．９兆ペソ（約１０．

８兆円）から２８１．４兆ペソ（約１０．１兆円）に修正する等収入総額を下方修正。支出

総額を当初４１８．７兆ペソ（約１５．３兆円）から４３８．９兆ペソ（約１６兆円）に増額修

正。２０２５年の財政赤字は、当初設定していたＧＤＰ比５．１％を２ポイント上回る７．

１％と修正し、コロナ禍を除くと過去１２０年で最も高い水準となった。②赤字部分の

資金調達計画について、国債（ＴＥＳ：Titulos de Tesoreria。短期国債（ＴＣＯ：TES de 

corto plazo）含む）発行額増（約２８兆ペソ（約１兆円））を含む５６.６兆ペソ（約２兆円）

を新たに追加調達することとした。③公的債務残高のＧＤＰ比については、２０２５年６

１．３％、２０２６年６３％、２０２７年６３．８％、２０２８年以降は下降する見通しとした



（当初設定していた２０２５年の公的債務残高のＧＤＰ比は６０．６％）。 

（イ）アビラ財務大臣は、政府が新たに税制改革法案を議会に提出する旨明らかにし

た。 

（ウ）ビジャル中銀総裁は、財政について、政府が２０２５年の国家予算を再考する必

要があり、歳出削減は至上命題であるとの見解を示した。 

エ 外国人投資家、国債の最大保有者でなくなる（エル・ヌエボシグロ紙、１２日） 

 中銀の報告によれば、外国人投資家が国債（ＴＥＳ）の大部分を保有する傾向から

民間銀行が保有する傾向に変化してきている。４月時点での同報告によれば、現在

の主要な国債保有者は、年金基金（ＡＦＰ）（３０．４％）、銀行（１８．５％）、外国人投資

家（１８．５％）となっている。 

 

（３）鉱業エネルギー関連 

ア 環境省、国内でのフラッキング禁止を前進（ポルタフォリオ紙、３日） 

 エストラダ環境大臣は、コロンビア国内でフラッキング（水圧破砕法）による炭化水

素の採掘を禁じる法案の議会承認プロセスを進めている旨発言した。同大臣は、同

法案が今会期（～６月２０日）までに議会で審議が再開される見通しであると発言、議

会への提出が３回目となる同法案の可決に期待感を示した。 

イ ロイヤルティ収入の減少（ラ・レプブリカ紙、３日） 

 国家企画局（ＤＮＰ）によれば、石油等資源開発関係事業者から支払われるロイヤ

ルティ収入は、２０２２年の９．５兆ペソ（約３４００億円）から、２０２４年末時点では１．

４兆ペソ（約５００億円）まで減少した。今後、炭化水素の開発は減少する見通しであ

り、また原油価格が低水準となっていることから、ロイヤルティ収入は引き続き減少す

るものとみられる。 

ウ Ｓ＆Ｐ、エコペトロル社の格付を引き下げ（エコペトロル、ラ・レプブリカ紙等、５日、

２７日） 

（ア）５日、Ｓ＆Ｐグローバル・レイティングス社は、エコペトロル社の格付をＢＢ＋と引

き下げた。エコペトロル社取締役会に大株主である政府から独立した役員がいない

状況であること、及び、配当金の支払が２０２４年業績を圧迫した等が理由とされる。

一方で、Ｓ＆Ｐ社は、エコペトロル社の原油・ガスの日産生産量が増加傾向である点

や再生可能エネルギー関係の取組をはじめとする収入源を多角化する取組等につ

いてはポジティブに評価した。 

（イ）２７日、Ｓ＆Ｐ社は、エコペトロル社の格付をＢＢへ引き下げた。コロンビアの国と

しての格付が引き下げられたことを受けての評価と考えられる。 

エ 欧州、中南米送電網推進を支援（鉱業エネルギー省、１２日） 

 パルマ鉱業エネルギー大臣はベルギーを訪問し、欧州の企業約１７０社が参加する

会合(Global Gateway Colombia)に出席、再生可能エネルギー分野への投資可能性に



つき議論した。参加企業は、コロンビアの投資条件が改善すれば、再生可能エネル

ギーやグリーン水素のプロジェクトに６８０億ユーロを投資することを検討していると説

明した。 

オ 天然ガス、２０２６年に総需要の２０％不足する見込み（ラ・レプブリカ紙、２６日） 

 コロンビア商品取引所（La Bolsa Mercantil de Colombia）は、天然ガスが、２０２６年

に総需要の２０％不足する見込みと発表した。当該数値には、輸入による補填量は

含まれていない。なお、カブラレス・ロスアンデス大学教授は、２０２６年末にエルニー

ニョ現象が起きた場合、国内のガス需要をカバーできないと指摘した（注：高温と水不

足により、水力発電による十分な電力供給が困難となり、ガス火力発電所の稼働が

必須となった場合、ガス需要が想定を上回る可能性について指摘したものと考えられ

る。）。 

 

（４）その他 

ア モラレス商工観光大臣の就任（ラ・レプブリカ紙、４日） 

 ペトロ大統領は、レジェス前商工観光大臣の後任にディアナ・モラレス下院第４委員

会事務局長を任命した。モラレス新大臣は、ＤＡＮＥ、情報技術・通信省等での勤務経

験を有する。ペトロ政権での商工観光大臣は、ウマニャ大臣（２１か月）、レジェス大臣

（９か月）に続き、モラレス大臣が３人目となる。 

イ 労働改革法案の承認及び裁可（ポルタフォリオ紙等、２５日） 

 ２０日、労働改革法案が上下両院で承認され、２５日、ペトロ大統領が同法を裁可し

た。施行日は同２５日。主要な改正項目は、労働契約を無期雇用とする、夜間割増賃

金の適用時刻を前倒しする（午後９時以降から午後７時以降に変更）、日曜日及び祝

祭日の割増賃金を現行の７５％から１００％にまで段階的に引き上げる等。経済界か

らは同法は新規雇用創出につながらず、非正規雇用（informalidad）が増加するだろう

等の批判が出た。 

ウ ３月観光による外貨収入、２８億６５００万ドル（ラ・レプブリカ紙、１２日） 

 コロンビア旅行代理・観光業協会（ＡＮＡＴＯ)は、２０２５年第１四半期の観光による

外貨収入が前年同期比１２．９％増の２８億６５００万ドルを記録したと発表した。 

エ 新車販売台数（ポルタフォリオ紙、７月１日） 

 全国商業者連合会（ＦＥＮＡＬＣＯ）及び全国経営者協会（ＡＮＤＩ）によれば、本年上

半期の新車販売台数は、前年同期比２３．２％増の１０万４９４７台を記録した。このう

ち、電気自動車の販売台数は前年同期比２０４％増の７２９４台を記録した。また、６

月の新車販売台数は、ルノー：２５８９台（シェア１４．４％）、起亜：２４２１台（１３．

５％）、トヨタ：２３１８台（１２．９％）、シボレー：１６６６台（９．３％）、日産：１０７３台（６．

０％）、マツダ：１０６０台（５．９％）等。 

 



〈対外経済関係〉 

（１）通商・投資関連 

ア ボゴタ郊外鉄道の着工許可（ラ・レプブリカ紙、１８日） 

 ９日、運輸省は、国家交通研究所（ＩＮＶＩＡＳ：instituto nacional de vias）を通じて軽便

鉄道(Regiotram de Occidente)の着工を許可した旨発表した。同鉄道は、ボゴタ市か

らボゴタの西に位置するファカタティバを結ぶ約４０km の鉄道で、政府予算２．９兆ペ

ソ （ 約 １ ０ ０ ０ 億 円 ） が 投 じ ら れ る 。 中 国 の コ ン ソ ー シ ア ム （ Civil Engineering 

Construction Corporation（中国鉄道省海外援助局が前身の企業））が建設する。１日

に１４万人を輸送する想定。同プロジェクトについて、朱駐コロンビア中国大使は、一

帯一路イニシアチブとしての最初の事業になると発言した。 

イ ボゴタ・メトロ１号線関連（ラ・レプブリカ紙、２４日） 

 ボゴタ市は、ボゴタ・メトロ１号線を走行する電車（６両編成）の最初の２台が中国長

春市の中国中車（ＣＲＲＣ）で完成し、本年９月末に納車されると発表した。電車の長

さは１３５ｍで、１８００人が収容可能。 

 

（２）国際協力関連 

ア 独開発銀行融資（ラ・レプブリカ紙、４日） 

 財務省は、議会公債委員会がドイツ復興金融公庫（ＫｆＷ）からの融資約３億４１００

万ドルを承認したことを発表した。同融資は、国家予算に組み入れられる。ＫｆＷは、

コロンビアでは、国土集中開発計画（ＰＤＥＴ）投資のパイロット・プログラムの実施を

支援している。 

イ コロンビア、新開発銀行へ正式加入（ラ・レプブリカ紙、１９日） 

 １９日、サラビア外務大臣は、コロンビアの新開発銀行（ＮＤＢ／ＢＲＩＣＳ銀行）への

正式加入が承認された旨発表した。同大臣は、「資金調達面での限界を超え、我が

国の可能性を拡大するこのニュースを嬉しく思う。」とコメント、同加入申請が本年５月

のペトロ大統領訪中時にルセフＮＤＢ総裁に行われていたことを説明した。ＮＤＢへの

加入により、米州開発銀行（ＩＤＢ）等の伝統的な開発金融機関以外からのインフラ、

再生可能エネルギー等のプロジェクト融資へのアクセスが可能となる。 

ウ ＣＡＦ、コロンビアに７．４億ドル超の融資承認（バローラ・アナリティカ、２９日） 

 ２９日、ラテンアメリカ開発銀行（ＣＡＦ）は、コロンビアに対し、合計で７億４０００万ド

ルを超える３件の融資を承認した。同融資は、気候変動対策（３．５億ドル）、メンタル

ヘルス・サービスへのアクセス（１．５億ドル）及び国内空港システム整備（２．４億ドル）

に充てられる。 

 


